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　令和元年中の救急自動車による救急出動件数は、663
万9,751件（対前年比3万4,538件増、0.5%増）、搬送人
員は597万7,912人（対前年比1万7,617人増、0.3%増）
で救急出動件数、搬送人員ともに過去最多となったもの
の、対前年比の増加率は、いずれも過去10年で最低に
とどまっている。増加率が減少した要因としては、前年
の平成30年は、従来からの高齢化の進展に加え、猛暑
による熱中症や、冬期のインフルエンザ流行といった特
殊な要因が重なり、増加率が大幅に伸びた年であったが、
令和元年中はこうした要因がなかったことから反動で僅
かな増加率にとどまったものと考えている。（図１、表
２参照）

　令和元年中の救急自動車による救急出動件数の内訳を
搬送の原因となった事故種別ごとにみると、急病が433
万5,680件（65.3%）、一般負傷が101万3,317件（15.3%）、
交通事故が43万2,466件（6.5%）などとなっている（表
3参照）。
　事故種別ごとの救急出動件数の推移をみると、急病と
一般負傷の割合は増加している一方で、交通事故の割合
は減少している（図４参照）。
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図１　救急自動車による救急出動件数及び搬送人員の推移

※�速報値としての公表であり、精査の結果、数値を修正
する可能性があります。
※�本資料のうち、平成30年以前の数値は確定値となり
ます。
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表2　救急自動車による救急出動件数及び搬送人員の５年ごとの推移
救急出動件数（件）増加率（%） 搬送人員　（人） 増加率（%）

平成11年 3,930,024 ― 3,759,996 ―
平成16年 5,029,108 28.0 4,743,469 26.2
平成21年 5,122,226 1.9 4,682,991 -1.3
平成26年 5,984,921 16.8 5,405,917 15.4
令和元年 6,639,751 10.9 5,977,912 10.6

図４　事故種別の救急出動件数と構成比の５年ごとの推移

１�割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100%にならない場合がある。

　令和元年中の救急自動車による搬送人員の内訳を搬送
の原因となった事故種別ごとにみると、急病が392万
2,327人（65.6%）、一般負傷が92万6,364人（15.5%）、
交通事故が41万1,477人（6.9%）などとなっている。（表
５参照）。
　事故種別ごとの搬送人員の推移をみると、事故種別ご
との救急出動件数と同じように、急病と一般負傷の割合
は増加している一方で、交通事故の割合は減少している
（図６参照）。

表3　事故種別の救急出動件数対前年比
事故種別 令和元年中 平成30年中 対前年比

出動件数 構成比（%） 出動件数 構成比（%） 増減数 増減比（%）
急病 4,335,680 65.3 4,294,924 65.0 40,756 0.9
交通事故 432,466 6.5 459,977 7.0 ▲27,511 ▲6.0
一般負傷 1,013,317 15.3 997,804 15.1 15,513 1.6
加害 30,070 0.5 32,709 0.5 ▲2,639 ▲8.1
自損行為 52,278 0.8 51,994 0.8 284 0.5
労働災害 57,313 0.9 58,891 0.9 ▲1,578 ▲2.7
運動競技 42,100 0.6 43,785 0.7 ▲1,685 ▲3.8
火災 23,497 0.4 22,925 0.3 572 2.5
水難 5,078 0.1 5,249 0.1 ▲171 ▲3.3

自然災害 1,089 0.0 2,540 0.0 ▲1,451 ▲57.1
転院搬送 552,131 8.3 542,026 8.2 10,105 1.9

その他（転院搬送除く） 94,732 1.4 92,389 1.4 2,343 2.5
合計 6,639,751 100 6,605,213 100 34,538 0.5

※割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100%にならない場合がある。
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問合わせ先
　消防庁救急企画室　TEL: 03-5253-7529

表5　事故種別の搬送人員対前年比
事故種別 令和元年中 平成30年中 対前年比

搬送人員 構成比（%） 搬送人員 構成比（%） 増減数 増減比（%）
急　　病 3,922,327 65.6 3,891,040 65.3 31,287 0.8
交通事故 411,477 6.9 441,582 7.4 ▲30,105 ▲6.8
一般負傷 926,364 15.5 912,346 15.3 14,018 1.5
加　　害 22,748 0.4 25,038 0.4 ▲2,290 ▲9.1
自損行為 35,524 0.6 35,156 0.6 368 1.0
労働災害 55,926 0.9 57,500 1.0 ▲1,574 ▲2.7
運動競技 41,585 0.7 43,349 0.7 ▲1,764 ▲4.1
火　　災 5,234 0.1 5,393 0.1 ▲159 ▲2.9
水　　難 2,166 0.0 2,318 0.0 ▲152 ▲6.6
自然災害 632 0.0 1,957 0.0 ▲1,325 ▲67.7
そ の 他 553,929 9.3 544,616 9.1 9,313 1.7
合　　計 5,977,912 100 5,960,295 100 17,617 0.3

図６　事故種別の搬送人員と構成比の５年ごとの推移

※割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100%にならない場合がある。

図８　年齢区分別の搬送人員と構成比の５年ごとの推移

１　割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100%にならない場合がある。
２　年齢区分の定義　　新生児：生後28日未満の者　　　　　　乳幼児：生後28日以上満７歳未満の者
　　　　　　　　　　　少　年：満７歳以上満18歳未満の者　　成　人：満18歳以上満65歳未満の者
　　　　　　　　　　　高齢者：満65歳以上の者

図10　傷病程度別の搬送人員と構成比の５年ごとの推移

１　割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100%にならない場合がある。
２　傷病程度の定義　死　亡　　　　　：初診時において死亡が確認されたもの
　　　　　　　　　　重　症（長期入院）：傷病程度が３週間以上の入院加療を必要とするもの
　　　　　　　　　　中等症（入院診療）：傷病程度が重傷または軽症以外のもの
　　　　　　　　　　軽　症（外来診療）：傷病程度が入院加療を必要としないもの
　　　　　　　　　　その他　　　　　�：医師の診断がないもの及び傷病程度が判明しないもの、もしくはその他の場所に搬送したもの
※�傷病程度は入院加療の必要程度を基準に区分しているため、軽症の中には早期に病院での治療が必要だった者
や通院による治療が必要だった者も含まれている。

　令和元年中の救急自動車による搬送人員の内訳を年齢
区分別にみると、高齢者が358万9,173人（60.0%）、成
人 が189万2,205人（31.7%）、 乳 幼 児 が28万682人
（4.7%）などとなっている（表７参照）。
　年齢区分別の搬送人員の推移をみると、高齢者の割合
は年々増加している（図８参照）。

（48.0%）、中等症（入院診療）が254万5,575人（42.6%）、
重症（長期入院）が48万4,446人（8.1%）などとなっ
ている（表９参照）。
　傷病程度別の搬送人員の推移をみると、中等症（入院
診療）の割合は年々増加している（図10参照）。
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表９　傷病程度別の搬送人員対前年比
傷病程度 令和元年中 平成30年中 対前年比

搬送人員 構成比（%） 搬送人員 構成比（%） 増減数 増減比（%）
死亡 76,229 1.3 78,139 1.3 ▲1,910 ▲2.4

重症（長期入院） 484,446 8.1 487,413 8.2 ▲2,967 ▲0.6
中等症（入院診療） 2,545,575 42.6 2,482,018 41.6 63,557 2.6
軽傷（外来診療） 2,867,718 48.0 2,909,546 48.8 ▲41,828 ▲1.4

その他 3,944 0.1 3,179 0.1 765 24.1
合計 5,977,912 100 5,960,295 100 17,617 0.3

※割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100%にならない場合がある。

表7　年齢区分別の搬送人員対前年比
年齢区分 令和元年中 平成30年中 対前年比

搬送人員 構成比（%） 搬送人員 構成比（%） 増減数 増減比（%）
新生児 12,977 0.2 13,317 0.2 ▲340 ▲2.6
乳幼児 280,682 4.7 266,032 4.5 14,650 5.5
少　年 202,875 3.4 205,897 3.5 ▲3,022 ▲1.5
成　人 1,892,205 31.7 1,935,986 32.5 ▲43,781 ▲2.3
高齢者 3,589,173 60.0 3,539,063 59.4 50,110 1.4
合計 5,977,912 100 5,960,295 100 17,617 0.3

※割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100%にならない場合がある。

※割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100%にならない場合がある。

　これまで見てきたとおり、令和元年中の救急出動件数は
約664万件、搬送人員は約598万人と、いずれも過去最多
となり、今後も高齢化の進展などを背景に増加が見込ま
れることから、救急車の適正利用が、課題と認識している。
　このため、消防庁ではこれまでも、①住民が急な病気
等の際に、救急車を呼ぶべきか相談できる救急安心セン
ター事業「♯7119」の全国展開や、②全国版救急受診
アプリ「Ｑ助」の活用推進など、救急車の適正利用を促
すための取組を推進している。
　今後も引き続き各種取組を推進することで救急車の適
正利用の実現に努めていきたい。
※過去の救急出動件数等に関するデータは、下記に掲載
していますので、御活用ください。
・救急・救助の現況
https://www.fdma.go.jp/publication/#rescue

まとめ5

　令和元年中の救急自動車による搬送人員の内訳を傷病
程度別にみると、軽症（外来診療）が286万7,718人
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